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１．住宅宿泊事業法のスキーム

 2017年６月成立

 2018年３月15日届出、登録の受付開始

 2018年６月15日施行

住宅宿泊事業法上の定義

住宅宿泊事業者 ：ホスト

住宅宿泊管理業者：運営代行業者

住宅宿泊仲介業者：民泊仲介サイト
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1.1 住宅宿泊事業法のポイント

①住宅宿泊事業者（ホスト）は都道府県知事
（政令市長など）への届出

②年間提供日数の上限は180日(泊)・短縮可

③住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置、騒音

防止のための説明、苦情への対応、宿泊者名簿の作成・備付け、標
識の掲示等）義務

④家主不在型の場合は、住宅宿泊管理業者（代
行業者）に委託を義務付け

⑤都道府県知事の監督権限、罰則
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２.住宅宿泊事業者
・・・２つのタイプ

家主居住型（ホームステイ型）：届出住

宅に家主（ホスト）が居住している場合→家
主が管理

家主不在型・・・住宅宿泊管理業者への

委託（義務付け）→複数物件運用の場合など

※ただし、同じ物件の住宅宿泊管理業務は複数
の者に委託できない。

→管理業者を決める必要があります！
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2.1 住宅宿泊事業者の業務

民泊を運営するにあたってのルールを順守

年間の営業日数の上限は180日(泊)以内・・・短時間の滞在
でも１日カウント、届出住宅ごとに算定

宿泊日数の定期的報告義務・・・届出住宅ごとに毎年２月、
４月、６月、８月、10月、12月の15日までに、それぞれの
月の前２月の実績を都道府県知事に報告しなければならな
い。（国・厚規則第１２条第２項）

定期報告では民泊制度運営システムを利用して行われ、
「届出住宅に人を宿泊させた日数」「宿泊者数」「延べ宿
泊者数」「国籍別の宿泊者数の内訳」の報告が求められる。
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床面積に応じた宿泊者数、衛生管理・・・宿泊者1 人当
たりの床面積を、3.3 ㎡以上

非常用照明器具の設置、避難経路の表示、火災時等の宿
泊者の安全確保

外国人観光客向けの外国語による施設案内、交通案内

宿泊者名簿の備え付け

周辺地域の生活環境悪化防止のため、外国人観光客に対
する外国語を用いた説明

地域住民からの苦情、問い合わせ対応

標識の表示
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３．届出住宅
（住宅の要件）

設備

●住宅に設けられている設備は、

台所、浴室、便所及び洗面設備とする。

人の居住の用に供されていると認められる家屋

●現に人の生活の本拠として使用されている家屋

●入居者の募集が行われている家屋

●随時所有者又は賃借人の居住の用に供されている家屋

※新築の民泊用住宅・投資用マンション×

別荘○、セカンドハウス○
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３.１ 消防法との関係
→家主居住型は緩和

届出住宅は、

●消防法施行令別表第１(５)項イに掲げる防火
対象物→旅館、ホテル、宿泊所その他これら
に類するものとして取扱い

ただし、

●家主滞在型の場合＋宿泊室の床面積の合計
が50平方メートル以下＝住宅として取り扱う
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旅館・ホテル等の消防設備
設備 根拠

規定
設置基準

誘導灯、
誘導標識

令26 避難口、通路、客室、
標識

全部

消火器 令10 全部

避難器具 令25 ２階以上の階又は地階 収容人数50人以上（除耐火構造の
２階）

１階段で３階以上の階 収容人数10名以上 ※

自動火災
報知設備

令21 建物全体又は、旅館業
の部分のみ（旅館業部
部が小規模な場合）

2階以下等の場合などは、特定小規
模施設用（無線式）可の場合あり
３階建て超はコストがかかる可能性
が高いので要注意
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詳しくは管轄消防署にご確認ください。



3.2 住宅宿泊事業届出書の添付書類の一覧（参考）
※これ以外にも必要になる場合があります。

❶届出書に添付する書類届出住宅に関する資料）

住宅の図面、住宅の登記事項証明書

住宅の使用権限を証明する書類

・住宅が賃借物件である場合の転貸の承諾書

・住宅が区分所有建物である場合には規約の写し（規約に
住宅宿泊事業に関して定めがない場合は管理組合に禁止す
る意思がないことを確認したことを証する書類）
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❷届出書に添付する書類
（人的要件に関する資料）

欠格事由のないことの誓約書

登記されてないことの証明書

住宅宿泊管理業者から交付された書面（管理を委
託する場合）

定款または寄付行為（法人の場合）

法人の登記事項証明書（法人の場合）
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４. 条例での制限

住宅宿泊事業を実施してはならない期間を指定
して行う。

●180日の上限の範囲内で指定可能

●例えば、平日の営業を禁止することも可能

区域の指定

→用途地域（都市計画法）の指定

EX．住居専用地域での営業禁止なども可
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５．民泊運営代行業者
＝「住宅宿泊管理業者」

→国土交通省の登録

住宅宿泊事業者からの委託を受けて民泊の運営
を代行する業者は、国土交通大臣の登録が必要

主なルール

 名義貸しの禁止、誇大広告の禁止

 管理受託契約の締結時には、書面の交付による説明

 管理業務の全部の再委託の禁止

 従業員に対し、登録業者である証明書の携帯の義務づけ

 標識を掲示
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６．民泊仲介サイト
「住宅宿泊仲介業者」

→観光庁の登録

登録は5年ごとに更新

登録時9万円の登録免許税（行政手数料）
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７.特区民泊・旅館業法・住宅宿泊
事業法との比較

住宅宿泊事業法 旅館業法（簡易宿所） 特区民泊

概要 住宅を活用した宿泊サービスの提供
と位置付け

主に旅館・ホテルを規制する旅
館業法の営業形態の一つ

経済特区における特別な宿泊営
業形態

対象地域 全国 全国 国家戦略特区

日数要件 180日以内（条例で短縮可） なし ２泊３日～６泊７日（条例）

旅館業法との関係 適用除外 適用 適用除外

客室床面積 3.3㎡×宿泊者数 3.3㎡×宿泊者数 25㎡/室以上

事業手続 届出制（保健所設置自治体） 許可制（保健所設置自治体） 特定認定（保健所設置自治体）

住民トラブル防止
措置

苦情対応
標識提示
利用注意事項説明

なし
（事前周知等のある自治体あ
り）

苦情対応
近隣住民への事前周知
利用注意事項説明

宿泊者名簿 氏名、住所、職業、旅券番号等の記
載した名簿への記載備え付け

同左 同左

フロントの規制 なし。氏名、住所等はサービス提供
契約書で担保

10名未満であれば、国としては
定めていない。自治体条例、規
則等で規定→緩和傾向

なし。氏名、住所等は賃貸借契
約書で担保

衛生管理 定期的に清掃等 換気、採光、防湿、清掃など衛
生管理要領で規定

使用開始時に清潔な居室を提供

監督権限等 定期報告義務、立入検査、業務改善
命令、業務停止命令

報告徴収、立入検査、業務改善
命令、業務停止命令

報告徴収のみ
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7.1 旅館業法の緩和

 住宅宿泊事業法施行ともに旅館業法も緩和

民泊＝簡易宿所→民泊＝小規模ホテルに
●ホテル・旅館を統合→１室のホテル・旅館も可

●フロント要件の撤廃

●トイレの個数要件の緩和

※100㎡以下の小規模な施設の場合、旅館業法がかなり使いやすくなり、
従来は相部屋の簡易宿所一択でしたが、個室貸しのホテルや旅館という選
択肢も出てきます。

→年間フル稼働するならば旅館業法の許可
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届出の方法（予定）

●電子申請

民泊制度運営システムで電子申請する方法

→すべて自分で行う方法

●行政書士事務所に依頼

例えば、当事務所を含む複数の行政書士で運営するサ
イトsinpou-minpaku.comにアクセス（行政書士に依
頼）して依頼する方法（代理申請）

●代行業者経由

住宅宿泊管理業者（代行業者）を経由する方法

※本日現在の予定を記載しています。詳細は、自治体等に確認する必要があります。
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資料ダウンロード

住宅宿泊事業届出関係はこちら 住宅宿泊事業届出代行センター（準備中）

http://sinpou-minpaku.com/

資料ダウンロードはこちら ふじの行政書士事務所

http://fujino-gyosei.jp/shiryou-2/
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